
構造改革特別区域計画 

 

１．構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  川崎市 

 

２．構造改革特別区域の名称 

  かわさきそだちワイン特区 

 

３．構造改革特別区域の範囲 

  川崎市の区域の一部（多摩区、麻生区、宮前区） 

 

４．構造改革特別区域の特性 

  （1）位置 

 川崎市（以下「本市」という）は神奈川県の北東部に位置し、北は多摩川をはさんで東京都

に、南は横浜市にそれぞれ隣接し、北部は多摩丘陵地帯をひかえ、南部は東京湾に臨んで

いる。市域は多摩川の上流に向かって次々と拡大されたため、最長距離は南東から北西への

延長約 33.1 ㎞、最短距離は南北に約 1.2 ㎞という細長い地形になっており、市域面積は

144.35k ㎡である。 

 また、北西部の一部丘陵地帯を除いて起伏が少なく、最も高いところで 148.0ｍ、最も低いと

ころでマイナス 0.3m と神奈川県下でも比較的平坦な地形となっている。 

 構造改革特別区域の範囲である多摩区、麻生区、宮前区は市域の北西部に位置し、市内

でも農業が盛んな地域である。3 区の面積は計 62.1 k ㎡であり、市全域の 43%を占める。 

  （2）気候 

    本市の気候区は、東日本型の東海関東型に属しており、比較的温暖な気候を有している。

横浜地方気象台で観測した平成 29 年（2017 年）の平均気温は 16.3℃（最高気温 35.1℃、最

低気温-1.2℃）であった。 

 都市化の進展が続いており、他の地域に比べて都市部の気温が上昇するヒートアイランド現

象の影響がみられ、過去 10 年間で年平均気温が約 0.4℃上昇している。 

 横浜地方気象台で観測した平成 29 年（2017 年）の降水量は、1,628.5 ㎜であった。日降水

量 50 ㎜以上の日数は増加傾向がみられる一方、降水日数は変化がみられない。 

  （3）人口 

 本市の人口は、近年、増加傾向が続いており※1、総人口は、令和元年（2019 年）12 月現在

1,531,882 人である。 

 ※1 本市人口の推移（各年 10 月 1 日現在人口 資料「川崎市統計書」） 

年 H27 H28 H29 H30 R1 

人 1,475,213 1,489,477 1,503,690 1,516,483 1,530,457 



構造改革特別区域の範囲である多摩区、麻生区、宮前区の 3 区の合計人口は令和元年

（2019 年）12 月現在 632,546 人であり、本市人口の 41％を占める。 

  （4）産業 

 本市は、日本を代表する大企業や研究開発の立地に加え、優れた技術を持つ中堅・中小

企業も数多く集積し、ものづくりをはじめ農業・商業・サービス業など多様で幅広い産業を有

する都市として発展してきた。 

平成 28 年経済センサス活動調査によると、本市従業者数は 543,812 人で、産業別には、第 1

次産業が約 0.1％（販売農家数から算出）、第 2 次産業が約 18.2%、第 3 次産業が約 81.7%と

なっている。 

 従業者数の産業別構成比の特化係数をみると、「製造業」、「情報通信産業」、「運輸業、郵

便業」、「学術研究、専門・技術サービス業」などが１を超えており、他の大都市と比較して本

市がこれらの業種に特化していることがわかる。さらに、「情報通信産業」及び「学術研究、専

門・技術サービス業」の全産業に占める割合を他の大都市と比較すると、いずれも東京特別

区に次いで 2 位となっており、両産業は本市における特徴的な産業であると言える。 

 本市農業は、典型的な都市農業であり、農地面積 560ha のうち市街化区域内農地が 7 割、

残り 3割が市街化調整区域内農地であり、生産緑地は市内農地全体の約 5割を占めている。

農地面積及び農業従事者数はこの 30 年間で半減※2 している。 

※2 農地面積及び農業従事者数の推移（資料 「農林業センサス」） 

 1985 年 1995 年 2005 年 2015 年 

農地面積 1,237ha 884ha 693ha 580ha 

農業従事者数 3,338 人 2,329 人 1,911 人 1,289 人 

構造改革特別区域の範囲である多摩区、麻生区、宮前区の 3 区の合計農地面積はおよそ

460ha であり、本市農地面積の 82％を占める。 

 （5）地域づくり 

 平成 28 年（2016 年）3 月に「川崎総合計画」を策定し、本計画のめざす都市像を「成長と成

熟の調和による持続可能な最幸※3 のまち かわさき」と定め、子どもたちの笑顔があふれ、高

齢者や障害者等、誰もが社会に貢献しながら生きがいを持つことができ、産業都市として力強

く発展し続ける、そのような成長と成熟が調和し、誰もが幸せを感じられる川崎をめざし、「安

心のふるさとづくり（成熟）」と「力強い産業都市づくり（成長）」の調和により、まちづくりを進め

る。 

※3「最幸」とは・・・川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという思いを込め

て使用している。 

  （6）本市を取り巻く諸情勢と課題 

 全国的に農業従事者の減少及び高齢化など、後継者、担い手不足が課題であり、本市に

おいても同様の課題が存在※4 する。不動産収入や兼業での労働所得等の農外所得を得な

がら安定的な農業経営を行う一方で、相続発生時には多額の相続税負担のため、農地を手



放す農業者が少なくない。後継者不足や相続税負担による農地減少を阻止することが困難

な状況である。 

 相続税負担の軽減策については短期間で実行することが難しいが、後継者不足を解決す

るため、農業の魅力を発信し、農業収入の増加を図り、営農意欲向上を図ることが必要である。 

 

※4 農業就業人口の平均年齢の推移（資料「農林業センサス」） 

 2005 年 2015 年 

全国 63.2 歳 66.4 歳 

川崎市 60.6 歳 62.5 歳 

 

５．構造改革特別区域計画の意義 

産業の歴史的経緯から、本市は工業都市のイメージが根強く、市内農業についての認知

度が低い状況にある。認知度の低さを逆手にとり、ぶどう等の市内産果実からワイン等の果実

酒が作られていることを訴求できれば、その意外性から、市内外への本市農業の認知度上昇

の起爆剤としての役割を期待することができる。 

また、都市部に存在するワイン等醸造所は、アクセスの良さから、身近な観光地としての魅

力が大きく、観光面からも地域経済の活性化が期待できる。 

 

６．構造改革特別区域計画の目標 

（１） 目標 

規制の特別措置を活用することにより、農業者が栽培したぶどうをはじめたとした果実を使用

して、新しい農産物加工品ともいうべきワイン等市内産果実酒の製造が可能となる。都市部で

は数少ない醸造所を保有した農地を観光振興及び商業振興の目玉として PR し、併せて、規

制の特例措置を受けワイン等市内産果実酒の製造を予定している農園周辺地域のグリーンツ

ーリズムを実施することで、新たな観光スポットとしての集客を図る。 

また、これを機に本市農業が市内外から注目を集めることで、農園への来園客の増加によ 

り農業収入の増加を図る。 

 202１年 2023 年 2025 年 

特定酒類製造現場件数（延べ件数） １件 2 件 3 件 

特定酒類製造量（キロリットル） ０．０５ ０．２ ０．７ 

（２） 果実酒醸造意向のある農業者 

  （１）の目標根拠となる果実酒醸造意向のある市内農業者については、果実酒醸造意向のあ

る農業者から、他に醸造意向のある農業者 4 人の紹介を受け、その 4 人の農業者に本市がヒ

アリングを行い、醸造意向があることを確認した。目標に計上しているのはそのうち実現可能

性が高い 3 件である。今回ヒアリングを行ったのは一部の限られた農業者であるため、規制の

特例措置の活用が可能になった場合、活用を希望する農業者の広がりを見込むことができる。 



 （１）の目標件数の内訳（延べ件数） 

2021 年 2023 年 2025 年 

多摩区 1 件 多摩区 1件、麻生区 1件 多摩区 1 件、麻生区 1 件、宮前区 1 件 

 

７．構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

  （1）本市農業の活性化 

    本市は、都心部から近距離に位置し、アクセスも良いことから、働き手や消費が都心部を中

心とした周辺地域に流失しており、農業就業者の高齢化や農業後継者不足という課題を抱え

ている。農業による収入面の不安からも農業者の営農意欲減退に繋がっており、農作物の６

次産業化による付加価値の創出による所得向上や、意欲ある農業者の新たな挑戦意欲を呼

び起こすことが求められている。 

本計画により、農業就業者の所得向上や意欲創出及び、農業後継者不足の解消や農業

収入の低迷等の課題解決の一助となることで、次世代に本市農業を引き継ぎ、活性化に寄与

することが期待できる。 

     また、本市は都心部から近距離にある農業観光スポットとして農業の魅力の発信が期待さ

れる地域であり、人と金の流出防止が実現すれば、農業後継者不足や営農意欲減退の緩和

や、市内農業の活性化の一助となりうる。 

（２）職業としての農業人気の向上 

    本市は都心部への通勤圏内にあり、多くの市民は都市部に通勤する会社員である。特に市

街化内農地を保有する農業者は、近隣住民の多くが会社員であり、農業者は希少な存在で

ある。農業者等の第一次産業事業者は、肉体労働作業が多く、農産物価格の低迷等によりな

りたい職業としての農業の人気は限定的である。 

 計画の実施により、観光農園来客数の増加、農業収入の増加が実現することで、職業として

の農業の人気向上に寄与し、農業者の営農意欲向上の一助となることが期待される。 

（３）市内商業への波及効果 

 市場規模が縮小する中、消費者の価値観が多様化しており、農産物の産地や生産方法、 

食品の製造方法、添加物などへの興味の高まりとともに、SNS などの普及により、様々な情報 

を基に購入可否を判断するなど、商品の選び方や視点が厳しくなっている。 

今後、インターネットを通じた消費が拡大していくと、地域消費が縮小することが懸念され、 

地域のお店ならではの強みが重要である。 

将来的に、市内で収穫された果物を材料とし、市内で製造された果実酒を市内飲食店で 

提供、販売することより市内商業への波及効果が期待できる。 

（４）新たな観光資源の創出 

 都市部では数少ない醸造所を保有した農園を魅力ある観光資源として PR し、併せて、規制 

の特例措置を受け、ワイン等市内産果実酒の製造を予定している農園周辺地域を組み合わ 

せたツアーを造成することで、都市部近郊の新たな観光スポットとしての集客を図る。  



    国産果実は外国人観光客からの評価が高く、近年市内イチゴ狩りを行う観光農園への外国 

人観光客が増加している。 観光農園と組み合わせて果実酒を製造、提供すること等も検討 

していることから、市内農業及び観光農園が注目され、本市地域資源の新たな魅力創出が期 

待できる。 

 

８．特定事業の名称 

  707（708）特定農業者による特定酒類の製造事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  707（708）特定農業者による特定酒類の製造事業 

 

２ 当該規制の特別措置を受けようとする者 

 構造改革特別区域内において、酒類を自己の営業場において飲用に供する業（農家レストラ

ン、飲食店、農家民宿等）を営む農業者（以下「特定農業者」という。）で、果実（自ら生産したも

の又はこれに準ずるものとして財務省令で定めるものに限る。）を原料とした果実酒を製造しよう

とする者 

 

３ 当該規制の特別措置の適用の開始日 

  本構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

４ 特定事業の内容 

  （1）事業に関与する主体 

   上記２に記載の者で、酒類製造免許を受けた者 

 

  （2）事業が行われる区域 

   川崎市の区域の一部（多摩区、麻生区、宮前区） 

 

  （3）事業の実施期間 

   上記２に記載の者が、酒類製造免許を受けた日以降 

 

  （4）事業により実現される行為や整備される施設 

   上記２に記載の者が、果実（自ら生産したもの又はこれに準ずるものとして財務省令で定める

ものに限る。）を原料とした果実酒の提供を通じて地域の活性化を図るために果実酒を製造する。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 当該規制の特例措置により、構造改革特別区域内において特定農業者が、果実（自ら生産し

たもの又はこれに準ずるものとして財務省令で定めるものに限る。）を原料として果実酒を製造

する場合には、酒類製造免許にかかる最低製造数量基準が適用されず、酒類製造免許を受け

ることが可能となる。 

 このことは、本市の新たな地域特産品として交流人口の拡大が期待されるとともに、今後の農

業の新しい魅力づくりが展開され地域活性化が図られていく観点から、当該特例措置の適用が

必要であると考える。 



 なお、当該特定事業により特定農業者が酒類製造免許を受けた場合も、酒税法の規定に基

づき、酒税の納税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務が発生するとともに、税務当局

の検査及び調査の対象とされる。 

 本市は、無免許製造を防止するために制度内容の広報や周知を行うとともに、特定農業者が

酒税法の規定に違反しないよう、指導及び支援を行う。 
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